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○川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 

平成16年６月24日条例第27号 

改正 

平成17年３月24日条例第17号 

平成25年３月22日条例第11号 

平成27年７月７日条例第58号 

令和３年６月23日条例第58号 

令和６年12月26日条例第77号 

令和７年３月26日条例第１号 

川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、斜面地建築物に関し、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）

第50条の規定に基づき構造に関する制限について定めるとともに、周囲の盛土及び建築物の位置

に関する制限その他必要な事項を定め、もって斜面地建築物と周辺の住環境との調和を図ること

を目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）及び都

市計画法（昭和43年法律第100号）で使用する用語の例による。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 斜面地建築物 次のいずれかに掲げる建築物をいう。 

ア 周囲の地面と接する位置の高低差が３メートルを超える共同住宅、長屋又は老人ホーム、

福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する建築物で、当該用途に供する部分を地

階に有するもの 

イ 敷地内の地面の高低差が５メートルを超える敷地に建築する共同住宅、長屋又は老人ホー

ム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する建築物で、当該用途に供する部分

を地階に有するもの 

(２) 斜面地対象行為 敷地面積が500平方メートル以上である斜面地建築物の建築（これに伴う

建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）で当該斜面地建築物に附属するものの新

築、増築、改築又は移転を含む。）及びこれに伴う当該斜面地建築物の周囲における盛土を行

う行為をいう。 
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(３) 斜面地対象行為者 斜面地対象行為を行う者をいう。 

（法第50条の規定に基づく斜面地建築物の階数の制限） 

第３条 前条第２項第１号アに掲げる斜面地建築物の階数は、第一種低層住居専用地域、第二種低

層住居専用地域及び田園住居地域内の都市計画で定める高度地区（第１種）においては５を、第

一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域内の都市計画で定める高度地区（第２種）

においては７を超えてはならない。 

２ 前項の規定は、同項の斜面地建築物のうち、次に掲げるものについては、適用しない。 

(１) 都市計画で定める高度地区における制限の適用の除外を受けたもの 

(２) 前号に掲げるもののほか、住戸及び住室の増加を伴わない増築をする場合において、市長

が周辺の住環境を害するおそれがないと認めて許可したもの 

３ 第１項の斜面地建築物の敷地が都市計画で定める高度地区（第１種）又は都市計画で定める高

度地区（第２種）の内外にわたる場合における同項の規定の適用については、それぞれの高度地

区ごとの同項の斜面地建築物の部分を当該斜面地建築物とみなす。 

（斜面地対象行為の計画の確認） 

第４条 斜面地対象行為者は、斜面地対象行為を行おうとするときは、あらかじめ、規則で定める

ところにより、その計画が次条各号に掲げる基準に適合するものであることについて、確認の申

請書を提出して、市長の確認を受けなければならない。この場合において、当該確認は、次の各

号に掲げる斜面地対象行為の区分に応じ、当該各号に定める日までに受けるよう努めなければな

らない。 

(１) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要する開発行為に該当するもの 当該許可の申

請を行う日 

(２) 都市計画法第29条第１項に規定する許可を要しない開発行為で規則で定めるものに該当す

るもの 規則で定める日 

(３) 前２号に掲げるもの以外のもの 法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確

認の申請又は法第18条第２項若しくは第４項の規定による計画の通知を行う日 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、次条各号に掲げる基準に適合している

ことを確認したとき又は適合しないことを認めたときは、その旨を斜面地対象行為者に通知する

ものとする。 

（斜面地対象行為の計画の確認の基準） 

第５条 斜面地対象行為の計画の確認の基準は、次に掲げるものとする。 
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(１) 盛土を行わないとしても法及び法に基づく条例の規定による建築物の容積率並びに都市計

画で定める高度地区における建築物の高さに関する制限に適合していること。 

(２) 次の表の左欄に掲げる隣地境界線の位置に応じ、当該位置からそれぞれ同表の右欄に掲げ

る斜面地建築物の部分等（地盤面下にあるものその他規則で定めるものを除く。）までの距離

が４メートル以上であること。この場合において、当該位置が公園（都市公園法施行令（昭和

31年政令第290号）第２条第１項第１号に規定する都市公園を除く。）、広場、水面その他これ

らに類するものに接するときは、当該位置は、その公園、広場、水面その他これらに類するも

のの幅の２分の１だけ外側にあるものとみなす。 

隣地境界線の位置 斜面地建築物の部分等 

敷地の最も低い部分の高さから当該部分と斜面

地建築物が周囲の地面と接する位置で最も高い

部分との高さの差の３分の１の高さまでにある

隣地境界線の位置 

斜面地建築物の外壁又はこれに代わる柱の面 

斜面地建築物以外の建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面 

擁壁以外の工作物 

擁壁（盛土に接する部分に限る。） 

上記以外の隣地境界線の位置 斜面地建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

（盛土に接する部分に限る。） 

斜面地建築物以外の建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面（当該建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面が盛土に接する場合に限る。） 

擁壁以外の工作物（当該工作物が盛土に接する

場合に限る。） 

擁壁（盛土に接する部分に限る。） 

（斜面地対象行為の計画の変更） 

第６条 斜面地対象行為者は、第４条第２項の確認の通知を受けた斜面地対象行為の計画の変更を

しようとするときは、規則で定めるところにより、変更後の計画が前条各号に掲げる基準に適合

するものであることについて、変更の確認の申請書を提出して市長の確認を受けなければならな

い。ただし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

２ 第４条第１項後段及び第２項の規定は、前項の変更の確認について準用する。 

３ 第１項ただし書に規定する軽微な変更をしたときは、規則で定めるところにより、市長に届け
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出なければならない。 

（斜面地対象行為者の変更） 

第７条 第４条第１項の確認の申請後、相続、合併その他の理由により斜面地対象行為者に変更が

あったときは、変更後の斜面地対象行為者は、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け

出なければならない。 

（工事の着手の制限） 

第８条 斜面地対象行為者及び斜面地対象行為に係る工事の請負人（請負工事の下請人を含む。以

下同じ。）は、斜面地対象行為者が第４条第２項の確認の通知を受けた日以後でなければ、斜面

地対象行為に係る工事に着手してはならない。 

２ 斜面地対象行為者及び斜面地対象行為に係る工事の請負人は、斜面地対象行為の計画の変更（第

６条第１項ただし書に規定する軽微な変更を除く。）について同条第２項において準用する第４

条第２項の確認の通知を受けた日以後でなければ、当該変更に係る工事に着手してはならない。 

（工事の完了の検査） 

第９条 斜面地対象行為者は、斜面地対象行為に係る工事を完了したときは、規則で定めるところ

により、市長の検査を申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請は、当該工事が完了した日から４日以内にしなければならない。ただし、

申請をしなかったことについて災害その他やむを得ない理由があるときは、この限りでない。 

３ 前項ただし書の場合における検査の申請は、その理由がやんだ日から４日以内にしなければな

らない。 

４ 市長は、第１項の規定による申請を受理した場合において、その申請を受理した日から７日以

内に、当該工事に係る建築物等及び土地が第５条各号に掲げる基準に適合しているかどうかを検

査しなければならない。 

５ 市長は、前項の規定による検査をした場合において、当該工事に係る建築物等及び土地が第５

条各号に掲げる基準に適合していることを認めたときは、斜面地対象行為者に適合証を交付する

ものとする。 

（勧告） 

第10条 市長は、次に掲げる場合には、斜面地対象行為者又は斜面地対象行為に係る工事の請負人

に対し、斜面地対象行為に係る工事を停止し、又は相当の期限を定めて必要な措置を講ずるよう

勧告することができる。 

(１) 第８条の規定に違反して、斜面地対象行為に係る工事に着手したとき。 
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(２) 斜面地対象行為に係る工事に係る建築物等又は土地が第５条各号に掲げる基準に適合して

いないと認めるとき。 

（命令） 

第11条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、その者に対し、

斜面地対象行為に係る工事を停止し、又は相当の期限を定めて必要な措置を講ずるよう命ずるこ

とができる。 

（報告等の徴収及び立入検査） 

第12条 市長は、第４条から前条までの規定の施行に必要な限度において、斜面地対象行為者又は

斜面地対象行為に係る設計者、工事監理者若しくは工事の請負人に対し、必要な報告若しくは資

料の提出を求め、又は当該職員に斜面地対象行為に係る土地の区域内に立ち入り、斜面地対象行

為に係る建築物等、土地若しくは工事の状況を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があ

ったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

（適用除外） 

第13条 斜面地対象行為が次の各号のいずれかに該当するときは、第４条から前条までの規定は、

適用しない。 

(１) 災害のため必要な応急措置として行う行為で規則で定めるもの 

(２) 軽易な行為その他の行為で規則で定めるもの 

（手数料） 

第14条 第３条第２項第２号の規定に基づく許可の申請に対する審査を行う場合は、１件につき、

27,000円の手数料を徴収する。 

２ 前項の手数料は、申請の際、申請者から徴収する。 

３ 次の各号のいずれかに該当するときは、手数料を減額し、又は免除することができる。 

(１) 官公署からの申請によるとき。 

(２) その他市長が減額又は免除を適当と認めるとき。 

４ 既納の手数料は、還付しない。 

（委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施のため必要な事項は、規則で定める。 

（罰則） 
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第16条 第11条の規定による市長の命令（第10条第２号の勧告に係るものに限る。）に違反した者

は、６月以下の拘禁刑又は500,000円以下の罰金に処する。 

第17条 第３条第１項の規定に違反した場合における第２条第２項第１号アに掲げる斜面地建築物

の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合

においては、当該斜面地建築物の工事施工者）は、500,000円以下の罰金に処する。 

２ 前項に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意によるものであるときは、

当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築主に対して同項の罰金刑を科する。 

第18条 第11条の規定による市長の命令（第10条第１号の勧告に係るものに限る。）に違反した者

は、300,000円以下の罰金に処する。 

第19条 次の各号のいずれかに該当する者は、200,000円以下の罰金に処する。 

(１) 第９条第１項の規定による申請をせず、又は虚偽の申請をした者 

(２) 第12条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは

虚偽の資料の提出をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

（両罰規定） 

第20条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関して、第16条から前条までの違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、

その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成16年９月１日から施行する。ただし、第14条及び附則第３項の規定は、同年

10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前において、法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確認の

申請又は法第18条第２項に規定する計画の通知を行ったもの、都市計画法第29条第１項に規定す

る許可の申請を行ったもの、川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例（平成15年川崎

市条例第29号）第17条第１項に規定する説明報告書の提出を行ったもの、川崎市環境影響評価に

関する条例（平成11年川崎市条例第48号）第11条又は第19条の規定による公告を行ったものその

他規則で定めるものに係る斜面地対象行為については、第４条から第12条までの規定は、適用し

ない。 

３ 第14条の規定は、附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日以後にする申請について適用
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する。 

附 則（平成17年３月24日条例第17号） 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。（平成17年５月31日規則第69号で平成17年６月１

日から施行） 

（経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年３月22日条例第11号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の条例第５条各号に掲げる基準は、この条例の施行の日以後の申請に係る斜面地対象行

為（改正後の条例第２条第２項第２号に規定する斜面地対象行為をいう。以下同じ。）の計画に

ついて適用し、同日前の申請に係る斜面地対象行為の計画については、なお従前の例による。 

附 則（平成27年７月７日条例第58号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前において、建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項若しくは第

６条の２第１項に規定する確認の申請又は同法第18条第２項に規定する計画の通知を行ったもの、

都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項に規定する許可の申請を行ったもの、川崎市建

築行為及び開発行為に関する総合調整条例（平成15年川崎市条例第29号）第17条第１項に規定す

る説明報告書の提出を行ったもの、川崎市環境影響評価に関する条例（平成11年川崎市条例第48

号）第11条又は第19条の規定による公告を行ったものその他川崎市斜面地建築物の建築の制限等

に関する条例附則第２項に規定する規則で定めるものに係る斜面地対象行為（同条例第２条第２

項第２号に規定する斜面地対象行為をいう。以下同じ。）（この条例による改正後の川崎市斜面

地建築物の建築の制限等に関する条例第２条第２項第１号に規定する老人ホーム、福祉ホームそ

の他これらに類するものの用途に供する建築物であって、同号の斜面地建築物に該当するものに

係る斜面地対象行為に限る。）については、同条例第４条から第12条までの規定は適用しない。 

附 則（令和３年６月23日条例第58号） 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年12月26日条例第77号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

（令和７年３月26日条例第１号抄） 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第７条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる罰

則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律

第67号）第２条の規定による改正前の刑法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」

という。）第12条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下この項に

おいて同じ。）、旧刑法第13条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。

以下この項において同じ。）又は旧刑法第16条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含

まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘

禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

第８条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によることとさ

れ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされ

る人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せ

られた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に

処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 

附 則（令和７年３月26日条例第１号） 

この条例は、令和７年６月１日から施行する。 


